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Abstract 
This paper explains that pre-standardization of technology can be considered as an open 
innovation process, and proposes the standardization strategy based on this model. The important 
strategic goal of the proposal should be the maximization of the value captured from the value chain, 
constructed by the revolved business model for the new market created by standardization, Execution 
process of the proposed strategy enables to overcome problems for change management even in 
Japanese companies by a progress of gradual revolution through participation in the standardization 
process. 
 
要  約 
本稿では、先行的技術標準化がオープンイノベーションのプロセスであることを示して、こ
のモデルに基づく標準化戦略を提案する。提案する戦略では、標準化で創出される新規市場に
おいて、ビジネスモデルの変革への対応とバリューチェーンから獲得する価値の最大化が重要
な戦略目標となる。変革を苦手とする日本企業にとっても、提案する戦略を実行することで、
標準化のプロセスへの参画と関与を通じて緩やかな変革を進めることで、変革への障害を克服
可能である。 
 
 1 ．はじめに 
「標準に囲まれて生きる時代」と表現されるように、様々な分野において多様な内容が標準化されて
いる。標準規格は事業における競争基盤を形成する。そこで、自社に有利な標準規格が作成されるよう
に標準化をコントロールするのは、企業にとって当然の試みとなる。企業の標準化への対応の仕方を規
定するのが、標準化戦略である。 
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標準化を考慮した競争戦略の構築に関して、初期の研究においては、自社特有の技術や製品による市
場の独占を目指したデファクト標準の獲得競争を巡る戦略として捉えられることが多かった。しかしな
がら、技術のデジタル化、製品のシステム化やネットワーク化、製品仕様の複雑化と技術のモジュール
化、さらにモジュラー型産業構造への転換により、デファクト標準に代わって、公的に認知された標準
化機関が定めたデジュール標準や、標準規格策定のプロセスに参画した関係者の合意の下に定められた
コンセンサス標準の重要性が急速に増大してきた。先行研究によると、コンセンサス標準化戦略におけ
る重要な戦略要因は、標準化して共通化し公開する部分と、自社の独自性による差別化の余地を残して
おく部分との切り分けである。つまり、標準化の効用を最大限に活用しながら、自社の競争優位性によ
る差別化を維持する戦略である。 
しかし、事業化や製品化に先立って技術仕様を標準化してしまう事前標準化、先行的標準化も一般化
するなど、標準化を取り巻く環境は変化を続け、標準化の重要性はますます高まっている。そのため、
ビジネスモデルにおける競争まで含めた広い視野に立つ必要が生じており、環境変化に適応した新たな
標準化戦略が求められている。 
本稿での第一の課題は、最近の環境変化に適応するため、企業がグローバル市場へ事業展開し、自社
の競争力を確立して、事業の拡大や企業の成長を達成するために標準化を積極的に活用する戦略を改め
て明らかにすることである。本稿での第二の課題は、ビジネスモデルにまで影響する標準化戦略を実現
する方策を提案することである。ビジネスモデルでの競争は、企業の変革を要請するため、日本企業が
最も苦手とする領域であり、その実現方策を提案することは、日本企業の競争力強化に貢献する。 
本稿では、デジュール標準化が進められるプロセスに着目し、これをオープンイノベーションの場と
して捉えることによって、企業が標準化に参画する意義と効果について、従来とは異なる視点からの提
案を行う。提案するデジュール標準化戦略では、先行的技術標準化の意義を、オープンイノベーション
パラダイムを適用して説明することにより、企業が新たな市場や事業においてビジネスモデルを再構築
し、バリューチェーンから自社が価値を獲得するためのポジションを確立する手段として標準化を活用
すべきことを示し、企業が標準化のプロセスに参画して戦略的に活動することの重要性を述べる。さら
に戦略を実行に移すために、標準化戦略を企業の戦略実行モデルのトップに位置付け、標準化戦略との
インタラクションにより構築された競争戦略に従い、新たに必要となる組織能力をトップダウンで形成
する組織とシステムの構造が重要なことを提案する。加えて、具体的な戦略の実現プロセスとして、ビ
ジネスモデル変革の認知による組織能力の再構成、標準化と連携したビジネスモデル及びバリューチェ
ーンの変革への対応策を提案して結びとする。 
尚、本研究においては Haas School of Business prof. H. Chesbrough（University of California at 
Berkeley）へのインタビューを行い、教授からの助言を参考にしている。 
 
 2 ．本研究の対象と範囲 
本稿では、ICT 業界でのデジュール標準化を扱い、先行的技術標準化を対象として、標準化のプロセ
スに着目し、企業の事業戦略と連携した標準化戦略について、ビジネスモデルまでを含めて検討する。
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イノベーションの意義が、顧客への新たなソリューションの提供だとすれば、標準化は顧客へのソリュ
ーションを念頭においたイノベーションを目的として進められるべき、というのが本稿での前提である。 
 
 2 ．1 ＩＣＴ分野での標準化の役割 
ICT 分野では、通信という技術の性格上、異機種間相互接続性の確保が必須の要件であり、ネット
ワーク外部性の効果が強く表れること、またマルチベンダ環境によるシステム構築などが事業展開にお
ける重要な要素となっていることから、標準化が特に重要視される事業分野の一つである。そのため、
ICT 分野では基盤となる要素技術のほとんど全てが標準化の対象となり、基礎技術は共通化され、顧
客にとっての本質的な価値での差別化は困難である。そこで、顧客に対して新たな価値、優れた価値を
提供するためには、高度で優れたシステムを標準化することが必要となる。また、標準化へ参画する企
業間で、顧客への提供価値が暗黙的に分配され、システムの進化シナリオが共有されていることは、標
準化に参画していない新規参入企業に対する参入障壁として機能する。 
 
 2 ．2 デジュール標準化の組織 
WTO/TBT 協定の影響により国際標準化の重要性が増大している。デジュール国際標準化組織には、ITU
（International Telecommunication Union：国際電気通信連合）、ISO（International Organization 
for Standardization：国際標準化機構）、IEC（International Electrotechnical Commission：国際電
気標準会議）があり、これら三つが WTO/TBT 協定を満足する国際標準を作成できると言われている。
いずれも常設の組織であり、長期的な視点での作業を行いやすく、新たな課題に対しても比較的迅速に
検討を開始することができる。また、参加メンバーのコンセンサスによる意思決定を基本としているこ
とも特徴である。 
 
 2 ．3 先行的技術標準化の意義 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表１ 先行的標準化と事後標準化 
 事後標準化（技術独占的）
先行的標準化（市場創造的）
要素技術
商品化 事業展開
戦略課題
組織の選択
対象領域の区別
標準化
商品化／事業化が標準化に先行
自社技術が標準になることが重要な目的 他社に邪魔されず、自社案を
そのまま標準化
標準準拠であることが後押し
デジュール標準の
デファクト競争
要素技術
商品化 事業展開
戦略課題
市場拡大・市場創造
事業構造との整合
標準化
標準化が商品化／事業化に先行
標準が新たな市場を創造することが重要 外部の技術を融合させて、
優れた技術標準を作成
ビジネスモデル確立 事業性
市場性
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市場でデファクト標準が決定した後に、それをデジュール標準に認定するのが「事後標準化」であり、
市場がデファクト標準を選択する以前に、デジュール標準を作成するのが「事前標準化」である。本稿
では、技術が完全に確立する前に「事前標準化」を開始して、標準化を進める中で技術開発も行なって
いく場合に着目する。この時、標準化のプロセスが同時に技術開発の意味合いを持ち、その作業は協調
的であり、標準化の目的は市場創出となる。一方の「事後標準化」では、自社が既に製品化している技
術をそのまま標準化しようとするため、標準化のプロセスは競争的であり、市場独占が目的となる。 
つまり、先行的技術標準化は、標準化の場を活用した協調的技術開発である。多数の研究者が研究成
果を持ち寄って一つの技術へ集約していくことにより、 1 社が単独で技術開発する場合と比較して、共
同開発の成果である標準規格の技術的な高度化、高性能化が期待できる。さらに標準化のオープン化を
進めて、標準化の門戸を開放し、多数の企業の参画を促すことにより、共同作業による効果が高まり、
標準規格の技術的な質や性能も高めることができる。また、技術の信頼性、堅牢性が確立される。この
ため。デジュール標準はデファクト標準に対して、技術的に優位である。さらに、先行的技術標準化の
開始を外部に発表すれば、顧客からの成果に対する期待が生まれることになり、潜在的なニーズが顕在
化する可能性が高まり、それを標準規格に反映することができる。 
 
 2 ．4 先行研究における課題 
先行研究では、公開と非公開、競争と非競争のトレードオフを考えるのが標準化戦略であり、競争領
域の確保を巡る争いであった。また、非標準領域で顧客ニーズへの適応化を図るべく自社の特殊性を打
ち出すことが前提とされた。つまり、自社が既に市場における優位性確保に十分な競争力を有すること
が前提となっている。しかし、これではコンセンサス標準の本来の意味合いである利害が対立する関係
者の妥協案として、あるいは新たな技術を生み出す協創の結果としての標準規格が考慮されていない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表２ 複数企業による標準規格間競争 
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そこで、先行的技術標準化を事業戦略に活用するには、標準化を新規技術開発のオープンな共同作業
の場として捉えた戦略が必要である。この時、標準化の目的は、新規市場の創出となり、顧客に対して
新たな価値を生み出すことを目指すべきである。また、新規技術と新たな市場に適応するためには、ビ
ジネスモデルの変革が求められる可能性もある。 
 
 3 ．事例研究 
 3 ．1 日本企業を中心とした標準化事例 
ここでは、事業展開と標準化に関するいくつかの事例について、本稿の視点であるビジネスモデル構
築による自社の優位性獲得という角度からの分析を行い、事業での成功要因の説明を試みる。 
MPEG-2や MPEG-4、それらの前身となる ITU-T 勧告 H.261、勧告 H.263などのビデオ符号化方
式は、要素技術を扱った標準規格であるため、技術的に極めて高度で専門的であり、標準化のプロセス
も学会レベルの第一人者を含む先行的技術標準化の典型的な事例である。これらにおいては、世界を動
かすことのできる超一流の専門家が一つの場で共同作業による技術開発を進めることによって、単独の
企業の努力だけでは困難な世界中の専門家の協創による卓越した成果が創出できた。国際標準化を協創
の場と認識して作成された基礎技術の標準規格は、技術的に高度で先進的なことに加え、使用者、生産
者に安心感を与える信頼性、堅牢性を有する。また、この背景には、HDTV の国際標準化において、
日本の企業力誇示が、結局日本提案を弱め、結果として単一標準の成立を妨げたという反省もあった。 
第 3 世代携帯電話の事例では、国際標準化組織が、ITU-R から主要地域標準化機関の集まりの3GPP
（3rd Generation Partnership Project）に移行したことに伴い、標準化を主導するプレーヤも、国や政
府、通信事業者から、メーカへと移行した。欧米メーカは、GSM での成功を通じて自社のビジネスモデ
ルとポジションを確立したため、システム構造とそれに伴う価値配分を変化させることを嫌った。その
結果、GSM ベースのシステム構成を適用するという欧米企業の強力な意見に屈してしまい、W-CDMA
無線方式技術では日本が勝利したものの、日本の携帯電話メーカは事業での国際競争力を失っていった。 
 
 3 ．2 海外企業に見る標準化戦略 
最近の先進的なグローバル企業では、ビジネスモデルにおける優位性を構築するために標準化を活用
する戦略が明らかである。そこで、代表的な事例を紹介し、その検証を試みる。 
Qualcomm 社の事例では、自社が開発した CDMA 方式を北米での携帯電話方式として提案し、IS-95
標準仕様に採用されたことに合わせて、業界団体による実用化に向けた普及の働きかけを進め、端末機
器事業、通信インフラ機器事業などにも着手した。しかし、CDMA 方式が第 3 世代携帯電話の国際統
一標準に採用される動きが現れると、これらの事業を共に売却し、自社の強みが最も発揮できる信号処
理チップへ集中するように事業構造の転換を進めた。現在の Qualcomm 社は、携帯電話向け無線部、
ベースバンド信号処理チップの事業と、規格特許による多額のライセンス料収入で莫大な利益を得てい
る。 
Intel 社の事例では、自社のコア技術であり事業の主体である高性能 MPU はブラックボックスとし
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たままで、周辺技術や MPU バス、外部インタフェースを標準化するプラットフォーム戦略に成功した。
さらに、実装するためのツールやノウハウを公開して提供するという定石に従った戦略を展開した。現
在の Intel 社は、携帯電話の事業構造を水平分業型へと転換して携帯電話事業への参入機会を得るため、
高速無線アクセス技術の WiMAX（Worldwide Interoperability for Microwave Access）の標準化、ヘ
ルスケア分野への自社製品の応用拡大を目指して、Continua Health Alliance での標準化などを主導し
ている。 
 
 3 ．3 事例研究のまとめ 
ここまでで示した事例について、本稿の視点から分析を加えた結果を、新規技術に基づく新たなソリ
ューションの創成期、標準化が活発化する時期、その後の市場展開のそれぞれにおいて標準化がビジネ
スモデルの変革と市場環境に影響を与え、変化させてきた様子を図表３～図表６に示す。 
また、これらの事例の要点をまとめたものを図表７に示す。もともとの標準化の目的は各様であるが、
それらの根底では、新規市場の創出、市場の拡大を目指していることは共通している。また、標準化の
結果として構築されたビジネスモデルにおいて、適切な自社のポジションを獲得することが、事業での
重要な成功要因となっていることがわかる。また、標準化の進展、あるいは結果に応じて、自社のビジ
ネスモデルの変革が必要なことも示している。逆に、第 3 世代携帯電話の事例は、新たな要素技術が導
入されても、システム構造を変化させずに、ビジネスモデルでのポジションと価値配分を維持すれば、
事業での成功を継続できた例である。これらをまとめると、標準化と事業とは、ビジネスモデルを介し
た相互作用によって、結び付けられていると考えることができる。つまり、標準化を活用して事業での
成功を収めるためには、市場における自社製品の競争力だけではなく、ビジネスモデルへの影響までを
考慮する必要があり、場合によってはビジネスモデルの変革も求められるのである。 
これらの中で、ビデオ符号化の事例は、基礎技術を扱っているため、事業との関連では他の事例とは
異なっているが、標準化の場における協創の成果が、先進的で優れた技術を標準規格とすることを可能
とし、市場の拡大と事業展開に大きく貢献することが、顕著に表れている。つまり、競争的な立場では
なく、他社との協調的な態度で標準化に関与する方が、標準化の結果から自社が獲得できる価値は大き
くなる。これは、企業のビジネスモデルへ直接的な影響を与える他の事例でも同様であり、他社と協調
して協創を進めることにより、標準化されるシステム全体が提供する価値を最大化して、獲得する価値
を他社と分け合うことが、自社に還元される価値の拡大に繋がることを示している。言い換えれば、限
られた市場でシェアの拡大や独占を目的とするよりは、市場の拡大に標準化を活用する効果が上回ると
言える。また、当然ながら、ビジネスモデルとバリューチェーンにおいて、自社のポジションを確立し、
獲得する価値を明確化することは重要であり、これが事業で成功する鍵となる。 
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図表３ 映像符号化における標準化とビジネスモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表４ 第３世代携帯電話における標準化とビジネスモデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表５ Qualcomm 社における標準化とビジネスモデル 
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機能拡張
システム標準
独自方式の開発
映像機器
差別化競争
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地域標準化
3GPP規格
標準化
メーカが主導
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図表６ Intel 社における標準化とビジネスモデル 
 
 
図表７ 各事例のまとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
このように、本稿で述べた事例においても、ビジネスモデルや顧客への提供価値の変化、協創による
技術開発の効果などの視点から、事業戦略に関連付けて成功要因を説明できることがわかった。逆に、
暗黙的にこれらの視点が考慮されていた場合に、事業で成功できたと考えられる。 
つまり、潜在的な新規市場を開拓するには、他社との協調や協創を考慮した標準化戦略へと転換する
必要があり、その戦略の実現によって創出される市場の規模は、従来型の戦略よりもはるかに大きくな
る可能性が高い。この新たなパラダイムの標準化戦略では、自社の論理だけに留まらず、他社との協調
した共同作業による標準化を進めることによって、幅広い視点から市場を捉え、顧客に革新的なソリュ
ーションを提供することが可能となる。 
 
 4 ．オープンイノベーションパラダイムに基づいた標準化戦略 
 4 ．1 標準化とオープンイノベーションモデル 
これまで述べてきたように、先行的技術標準化ではプロセスをオープン化することにより、多くの有
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望な技術を取り込むべきである。ICT 分野での先行的技術標準化の現場で実行されているプロセスに
おいて、技術開発のベースとなる方式である参照モデルを定義し、この参照モデルの性能を向上させる
視点で改良技術の提案を評価していく参照モデルに基づくアプローチや、目標とする機能、性能を規定
してから、それらを実現する技術仕様を検討していくトップダウンのアプローチである 3 ステージの標
準化プロセスなど、ユーザニーズを起点として、参画企業の共同作業を通じた技術開発が実践されてい
る。このオープンな共同作業による協創で技術開発を進めていくプロセスは、オープンイノベーション
モデルに基づくイノベーションのプロセスとして捉えられ、モデル化できる。 
企業にとってのオープンイノベーションとは、企業が自社のビジネスにおいて社外のアイデアを今ま
で以上に活用し、未活用のアイデアを他社に今まで以上に活用してもらうことを意味する。そのため企
業は、自社のイノベーションのプロセスを社外の知識やアイデアに対して、よりオープンにするべきで
ある。これらは、先行的技術標準化にも共通である。つまり、先行的技術標準化では、プロセスをより
オープン化し、特定の技術だけには固執せず、より多くのアイデアに耳を傾けることによって、効果が
拡大することを示す。 
また、企業の立場からは、先行的技術標準化は外部におけるイノベーションのプロセスと捉えること
ができる。即ち、オープンイノベーションのモデルにおいて社内で行なわれる技術の結合を、社外の標
準化の場に求めていることとなる。このように標準化を活用するオープンイノベーションのモデルでは、
企業はイノベーションのプロセス自体を外部化して、技術の結合に関するアイデアにも外部を活用する
という、従来のモデルよりもさらに一歩オープン化が進んだモデルとして表現できると考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表８ 外部のイノベーションプロセスとしての標準化 
 
 4 ．2 標準化戦略の提案 
本稿で提案する標準化戦略は、新たな市場を開拓し、その中で自社のポジションを確立して価値を獲
得するための手段として、先行的技術標準化を活用する戦略である。そのため、標準化をオープンイノ
 
技術の選定と融合を外部の
オープンな環境に求める
研究 開発
独自性との結合
標準規格
企業の境界線
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ベーションの場と捉えて、標準化に参画する他社との協調と協創によってイノベーションを起こし、消
費者に対して革新的なソリューションを提供する戦略でもある。これは、オープンイノベーションパラ
ダイムに基づいているため、標準化の結果として創出される新たなシステムを新規市場で事業展開する
際には、ビジネスモデルの変革が必要とされる可能性が高い。そこで、先行的技術標準化のプロセスへ
の参画を通じて、新たなビジネスモデルへ適用していくために自社の変革を進める戦略でもある。 
提案する標準化戦略では、標準化によって創出される新しいシステムが、消費者に対して卓越したソ
リューションを提供して、できるだけ大きな規模へと市場を拡大し、高い価値を創造できるように標準
化を進めることが第一の戦略目標となる。これは、標準化に参画する企業に共通する目標となり、標準
化というオープンな場における協調した共同作業、即ちオープンイノベーションの成果を最大化する。 
本稿での提案の第二の戦略目標は、自社のビジネスモデルを新しいシステムと市場に適合させるよう
に自社の変革を進め、バリューチェーンから価値を獲得することである。ここでは、積極的に標準化へ
関与していくことにより、標準化という外部のプロセスの力を借りながら、自社のビジネスモデルの構
造を望ましい形に調整することが目標となる。また、他社との連携による価値の分配を考慮しながら自
社が獲得する価値を極大化し、システム全体の価値を最大化することが、企業が標準化のプロセスに参
画する意義となる。つまり、本稿で提案する標準化戦略は、他社との連携、協力を行ないながら、未開
の新境地を開拓し、自社の領地を確保していく戦略である。 
 
 4 ．3 戦略実現における課題 
本稿で提案する標準化戦略を実行することは、企業においてビジネスモデルの再構成、事業構造の変
革を行なうことを意味する。さらに、新たなビジネスモデルで必要とされる組織能力の獲得、組織文化
の変革が求められ、企業にとって「変革のマネジメント（Change Management）」の実現に相当する。 
企業が、ビジネスモデルの変革へ対応するための方策として、社内ベンチャーのような独立した小規
模の組織に任せることが提案されている。これは、試行と失敗の修正の繰り返しが、新たなビジネスモ
デルで必要とされる未知の組織能力を発見し、獲得していくために重要であることを示唆している。し
かしながら、この方策は、社内の組織文化が均一化し、硬直化している多くの日本企業、特に大企業の
企業文化には馴染まないことは明らかである。そこで、本稿では、提案する標準化戦略のモデル化に基
づいて、日本企業にも実行可能な方策を提案する。 
 
 5 ．デジュール標準化戦略のモデル化 
 5 ．1 イノベーションのプロセスへの影響 
イノベーションの源泉は、顧客に密着して、顧客の立場で考えることにより、顧客からの情報、新製
品仕様の決定、技術開発の間にインタラクティブな関係を構築して、顧客へソリューションを提供する
ことである。また、イノベーションにより新たな付加価値を持った新製品を開発して普及させた後、顧
客ニーズや市場がさらに変化することに対応して、次のコンセプトの新製品開発に結びつけることで継
続的イノベーションが可能となる。 
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図表９ 提案する標準化のモデル 
 
標準化をイノベーションのプロセスへ組み込むためには、技術開発、製品開発のプロセスと標準化の
プロセスとを同時並行で進行させる必要がある。これをモデル化すると、標準化がイノベーションのプ
ロセスの一部に組み込まれているため、企業は新たな顧客ニーズや未知の市場を発見し、創出する手段
として標準化のプロセスを活用することになる。 
チェーン・リンク・モデルに基づくイノベーションは経路依存性を有するが、企業は顧客へのソリュ
ーションを提供するために必要な全ての技術を開発する必要はなく、標準規格を通して、他社が開発し
た技術と、自社が保有し蓄積している技術とを組み合わせる。また自社の技術の一部は、標準規格を通
して他社にも提供される。この状況では、顧客に対するソリューションは、自社製品単独で提供する必
要はなく、他社製品との組み合わせで提供できればよい。そのため、他社との分業体制、つまりビジネ
スモデルと価値の配分を考慮した広い視点でイノベーションに対応していく必要がある。 
 
 5 ．2 企業の戦略階層における位置付け 
次に企業が標準化戦略を構築し、実行するために適した組織構造や組織能力への示唆を与えるため、
戦略の階層モデルにおける標準化戦略の位置付けを検討する。尚、以下では企業の事業戦略、競争戦略
を、単に「戦略」と呼んで、「標準化戦略」とは区別する。 
本稿の提案では、企業は標準化のプロセスに参画する中で、標準化への対応方針を規定した標準化戦
略を構築し、標準化で構築されるビジネスモデル、その中での自社のポジションと提供価値を発見して
特定し、企業の戦略に反映していく。つまり、標準化のプロセスを起点としたボトムアップにより企業
の戦略を構築すべきことを示唆している。従って、企業の戦略と標準化戦略とは密接な相互作用を持ち、
両者は包含関係というよりは、むしろ対等な関係にある。これは、戦略を規定する外部要因として標準
化のプロセスを認識し、戦略の有効性を確実にする手段として標準化を活用することに相当する。 
 これからの標準化 オープンイノベーションの適用
市場ニ ーズ・顧客ニ ーズ 製品コ ンセプト技術開発
製品スペッ ク設計
商品化
( 製造・ 販売
)
標準化のプロセス、標準化技術
企業のコア技術
他社の技術 他社のアイデア
企業の価値創造における
インタラクティブなプロセス
システム・ ソリュ ーション
新たな顧客ニーズや未知の市場を
発見し、創出する手段の一つとして
標準化プロセスを活用する
企業は標準化のプロセスへの参画を通
じて、新たなソリューション、ビジネスモ
デルを発見して構築しようとする
(
)
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図表10 戦略の階層モデル 
 
提示した戦略の階層モデルに基づいて、企業の組織構造を考えてみると、標準化戦略を構築し、実行
する組織を企業のトップに位置付け、企業の戦略の構築、実行部門と密接に連携させる必要があること
になる。企業の戦略部門と標準化戦略部門とを一つの組織に一体化して、両方の戦略構築と実行機能を
持たせることも有効である。また、標準化戦略部門は、標準化のプロセスへの関与と企業の戦略への反
映を実現するため、自らが標準化へ参画する必要がある。このように標準化戦略部門を企業のトップレ
ベルの高度な戦略部門として位置付けることにより、本稿で提案するビジネスモデルの変革を伴う標準
化戦略の構築と、戦略の実行における変革のマネジメントが実現できるようになると考える。 
 
 5 ．3 組織能力・組織文化の形成と変革 
企業の組織能力を階層的に表現したケイパビリティ・ピラミッドは、暗黙的あるいは明示的に確立さ
れた企業文化を基盤として、それを具現化する経営資源、実行にあたっての組織能力、その強みである
コア・コンピタンス、その強みから生み出される価値というボトムアップの階層構造で表現される。 
本稿で提案する標準化戦略では、企業が提供すべき価値は標準規格によって規定される。なぜなら、
企業は標準化によって構築される新たなビジネスモデルの中で自社のポジションを確立し、提供すべき
価値を発見しなければならないからである。そこでケイパビリティ・ピラミッドでは、標準化戦略を価
値より上の最上位に位置付ける。提供する価値を選択する企業の戦略は、標準規格あるいは標準化戦略
に応じて確立されなければならない。企業の戦略を構築するボトムアップのプロセスと、標準化戦略を
実行するトップダウンのプロセスとの接点において企業の戦略が構築され、提供する価値が確定される。 
自社の既存のコア・コンピタンスでは、提供すべき価値を創出できない場合、コア・コンピタンスの
変更、組織能力の再構築などトップダウンによる変革が要請される。これに応えられるように、組織能
力や企業文化に至るまでの変革を進めることが、標準化戦略を実現することとなる。このように、自社
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が提供する価値の拡大と、変革が自社の組織能力に与える影響とのトレードオフやバランスを考慮して、
標準化戦略が構築される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表11 組織の能力階層 
 
 6 ．戦略実現に向けた提言 
 6 ．1 標準化戦略の実現プロセス 
提案する標準化戦略では、システム全体が提供する価値の最大化と、その中で自社が獲得する価値の
最適化との二つの目標を同時に実現する必要がある。企業が標準化戦略を実行し、戦略を実現するプロ
セスは以下のように整理される。 
（ 1 ） ビジネスモデル変化の認知 
（ 2 ） 顧客ニーズに対するソリューションの追求 
（ 3 ） 自社のポジションの確立 
（ 4 ） 自社が獲得する価値の明確化 
（ 5 ） プラットフォームの選定 
（ 6 ） 他社との分界点、境界の設定 
（ 7 ） 自社の組織能力の再構築 
これらは、順序に従ってシーケンシャルに進められるものではなく、後段からのフィードバックも必
要とされるインタラクティブなプロセスであることに注意する必要がある。 
本稿で提示した標準化戦略の実現プロセスは、Chesbrough（2007）で指摘されたビジネスモデルを
オープン化する際のステップと整合しており、ビジネスモデルをオープン化するために標準化を活用す
る戦略である。この提案に従えば、標準化のプロセスへの参画によって、緩やかに変化する外部環境要
因を認識し、ビジネスモデルや組織能力の変革に対して事前に備えておくことで、極端に意識すること
なく、変革とビジネスモデルのオープン化を緩やかに進めることができる。 
 
 
顧客
従来の考え方
ビジネスモデル変革を要請するトップダウンのプロセス
企業文化
経営資源
組織能力
コア・
コンピタンス
価値
標準化戦略
顧客
本論文での提案
企業文化
経営資源
組織能力
コア・
コンピタンス
価値
標準化戦略
変革への
対応力
標
準
化
の
プ
ロ
セ
ス
標
準
化
の
プ
ロ
セ
ス
標
準
化
の
プ
ロ
セ
ス
標
準
化
の
プ
ロ
セ
ス
─    ─ 138
 6 ．2 ビジネスモデル変革の認知 
ここでは、日本の大企業に代表されるように十分な柔軟性を持たない企業が、オープンイノベーショ
ンやビジネスモデルのオープン化に対応していく方策について論じる。 
Chesbrough 教授からは、R&D 部門と事業部門とが共同でロードマップを描く、という助言をいただ
いた。これは、将来に向けた技術進化の予測と製品開発、事業展開の方向性とを整合させることとなる。
最も重要な意義は、作成したロードマップを R&D 部門と事業部門とが共有することにある。こうして
将来の方向性に関する意識を共有できれば、技術開発と製品化、事業化の間のギャップを解消して、技
術開発を効率化することができる。 
最も重要なことは、これらを単に列挙していくだけではなく、時間的な流れを捉えて、大きな変革が
必要となる点を見つけることである。つまり、将来のある時点において、これまでのコア・コンピタン
スや組織能力、ビジネスモデルが通用しなくなり、新たな変革、再構築が必要となることを認識し、共
有しておくことに極めて重要な意義がある。これによって、将来必要とされる変革への注意喚起と事前
の備えを行なうことができる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表12 技術と製品のロードマップ 
 
本稿での提案と対比すると、これには二つの意味がある。一つは、必要な変革を事前に認知すること
による緩やかな変革の実行である。もう一つの意味合いは、客観性の高い指標として、将来に向けた標
準化の方向性をロードマップに反映させておくことである。 
変革を嫌う企業において、トップダウンで意思を反映させながらも、組織の中で変革への意識を共有
していくことが重要である。本稿で提案する標準化戦略の実現プロセスでは、標準化という外部要因に
依拠することにより、緩やかに変革を進めることができる。 
 
 6 ．3 バリューチェーン変革への対応 
企業が、先行的技術標準化で構築される新たなビジネスモデルでのバリューチェーンから価値を獲得
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するために、標準化において具体的にどう活動すべきかについて述べる。本稿では自社を中心とした従
来のバリューチェーンではなく、消費者から見たより幅広い業界全体のバリューチェーンで考える。例
えば、携帯電話のような大規模なシステムは、携帯電話端末、基地局装置、ネットワーク設備などの
様々な機器によって構成されている。これらは、それぞれ独立した機能を提供し、他の機器と連携して
動作することで、携帯電話としての機能、例えば相手と通話ができる機能を提供している。従って、機
器が実現する機能と提供する価値に基づいて、システムをバリューチェーンに展開することが可能であ
る。 
最終の顧客である消費者が得る価値は、業界全体のバリューチェーンで提供される価値の総和である。
システム内部で価値がどのように分配されているかは、さほど問題ではない。従来のシステムに代わる
新しいシステムが標準化されて新たに構築される場合を考えると、消費者から見た場合、システム全体
の価値が従来のシステムを上回ることが、新たなシステムを利用する動機になる。従って、新たなシス
テムを標準化する場合の目標は、システム全体として消費者に提供する価値を最大化することとなる。 
これは、標準化に参画する企業に共通した目標であるが、逆に個別の企業の立場で考えると、自社が
製品化する機器が提供する価値を高めることが望ましく、そのようなシステム内部の機能配分が標準化
での目標となる。自社が獲得する価値を最大化するための戦略は二通りが考えられる。一つは、バリュ
ーチェーン上で価値が高い部分へ移行するように、自社のポジショニングを調整すること、つまり、自
社が提供する機器を選択することである。二つ目は、自社のポジションを固定し、そこへ配分される価
値を大きくすること、即ち、自社にとって望ましい機能配分を標準化することである。この二つの戦略
は相反するものではなく、実際には両方のバランスを取りながら調整して確定していくこととなる。 
また、消費者の使用プロセスの視点からのバリューチェーンも重要であり、このバリューチェーンと、
システムの構成に従った技術的な機能に基づくバリューチェーンとを整合させることにより、提供する
価値の最大化と最適な機能配分が実現される。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図表13 大規模システムのバリューチェーンと標準化 
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まとめると、標準化のプロセスにおける企業の重要な目標は、システムが提供する価値の全体最適化
と各機能要素への価値配分のバランスを考慮し、バリューチェーンから自社が獲得する価値を最適化、
極大化することである。これは標準化のプロセスでは、システムのアーキテクチャを決定する段階に相
当する。実際に、アーキテクチャの検討には消極的な日本企業に対して、欧米企業は非常に積極的に関
与しており、これが、標準化を活用したビジネスモデルでの競争で大差がつく要因であると考えられる。 
 
 7 ．まとめ 
本稿では、ICT 分野でのデジュール標準化、特に技術や製品、事業の確立に先立って標準化を進める
先行的技術標準化を対象として、現在の環境変化に適応した標準化戦略を提案した。標準化のプロセス
に着目することにより、オープンな共同作業によって新しい優れた技術を創出していく先行的技術標準
化を、オープンイノベーションの場として捉えるべきことを示した。提案した標準化戦略では、先行的
技術標準化によって創出される新たな市場や事業において企業がビジネスモデルを再構築し、バリュー
チェーン上で自社のポジションを確立して価値を獲得することが最も重要な戦略課題となり、自社の独
自技術を標準規格に採用させることは必ずしも重要ではない。 
また、本稿では、提案する標準化戦略について、企業の戦略階層とケイパビリティ・ピラミッドによ
るモデル化を行ない、企業の戦略は標準化戦略との相互作用から構築され、企業の組織能力を、新たな
価値の創出に必要な能力へとトップダウンでの変革を進めるマネジメントが行なえる組織構造、組織能
力の構築が必要なことを指摘した。さらに、ビジネスモデルの再構成を伴う標準化戦略の具体的な実現
プロセスとして、企業が自社の事業展開と技術進化を示したロードマップを作成して、自社の従来のコ
ア・コンピタンスやビジネスモデルが通用しなくなり、新たなものへと変革が必要となる時期を事前に
認知しておくことを提案した。これにより、企業は必要な変革への事前準備ができるため、変革を不得
手とする日本企業においても、変革への抵抗と障害を低減して円滑な変革を進めることが期待される。 
尚、本稿では先行研究とは異なる視点から新たな標準化戦略を提案したが、本稿がビジネスモデルや
バリューチェーンというマクロな視点から標準化を捉えたものだとすれば、従来の標準化戦略は、個別
の技術、要素技術の標準規格への採用というミクロな視点からの検討である。先行的技術標準化におい
ても、詳細な技術の標準規格への採否に関する議論は存在し、特に、企業が保有する知的財産権が標準
規格に関係している以上、無視することはできない問題である。従って、本稿で提案する標準化戦略と、
従来の標準化戦略とは一つの標準化の中で共存し、同時並行で進められると考えるのが適当である。 
本稿の提案では、標準化のプロセスを介することにより、変革への要請を事前に認知し、緩やかに変
革を進めることを可能とする。本稿での提案を適用することにより、日本企業が少なくとも先行的技術
標準化に対応できる新たな組織能力と企業文化を獲得して、変革にも柔軟に対応できる体質へと変化し
ていくことができると考える。 
本研究の成果が、今後の日本企業のグローバル競争力強化に寄与することを期待する。 
なお、本稿は著者である日比の早稲田大学大学院商学研究科ビジネス専攻の修士学位論文を元にして、
加除、修正を加えたものである。 
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